
　新型コロナウイルス感染症の
　５類感染症移行後の対応

◆５類移行に伴う新型コロナに対する考え方は？
５月８日から、新型コロナウイルス感染症は感染症法上の位
置づけを「５類感染症」に引き下げ、マスクの着用や外出自
粛の要請は季節性インフルエンザと同様に、企業や個人に委
ねられることになりました。
そのうえで、厚生労働省は、新型コロナウイルスに感染した
場合、これまでの分析結果や諸外国の事例を踏まえ、以下を
推奨しています。
○発症後５日を経過し、かつ、症状軽快から 24 時間経過す
るまでの間は外出を控える
○発症後 10 日間が経過するまでは、マスクを着用し高齢者
等との接触は控える
また、濃厚接触者として保健所から特定されることはなくな
り、外出自粛を要請されることはなくなりました。
家族や同居者が新型コロナウイルスに感染した場合は、可能
であれば部屋を分け、感染者の世話はできるだけ限られた人
のみで行うことなどに注意する必要があります。また、感染
者の発症日を０日として、特に５日間は自身の体調に注意し、
７日目までは発症する可能性があるため、マスク着用等の感
染対策や周囲への配慮が必要です。

◆医療提供体制について
これまでは新型コロナウイルスに感染した場合、限られた医
療機関でのみ受診可能でしたが、５月８日以降は、幅広い医
療機関での受診が可能になります。また、ＰＣＲ検査や入院・
外来の医療費については、季節性インフルエンザなどと同様
に健康保険が適用され、１割から３割の自己負担が基本とな
ります。
　また、新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金につい
ては、これまでは療養担当者意見欄（申請書４ページ目）の
証明の添付が不要でしたが、５月８日以降の申請については、
医師の証明が必要となりますので注意が必要です。

【厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行

⑥　金銭、サービスその他の経済上の利益を提供さ
せること
⑦　不当に業務内容を変更させたり、やり直しさせ
たりすること

◆就業環境の整備のために
(1) 広告等により募集情報を提供するときは、正確かつ最新
の内容を提供する
(2) 育児・介護等と両立して委託された業務を行えるよう、
申出に応じて配慮する
(3) ハラスメント行為への相談対応等、体制整備等の措置を
講じる
(4) 継続的業務委託を中途解除する場合等には、原則として
30 日前までに予告する

◆違反した場合等の対応
(1) 公正取引委員会、中小企業庁長官または厚生労働大臣か
らの助言、指導、報告徴収・立入検査、勧告、公表、命令
(2) 命令違反および検査拒否等をすると 50 万円以下の罰金

（法人両罰規定あり）

施行日は公布の日から１年６カ月以内とされています。フ
リーランスに委託している業務がある場合は、取引方法など
に問題がないか、早めに確認するようにしましょう。

【内閣官房「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する
法律案（フリーランス・事業者間取引適正化等法案）の概要」】
https://www.cas.go.jp/jp/houan/230224/siryou1.pdf
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後の対応について」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/corona5rui.html

【全国健康保険協会「新型コロナウイルス感染症に係る傷病
手当金の申請について」】
https://www.kyoukaikenpo.or.jp/event/cat550/covid_19/shin
sei/

　フリーランス保護新法が成立しました

令和５年４月 28 日、「特定受託事業者に係る取引の適正化等
に関する法律案（フリーランス・事業者間取引適正化等法案）」
が参院本会議で可決・成立しました。この法律では、特定受
託事業者（フリーランス）へ、物品の製造、情報成果物の作
成またはサービスの提供を委託する特定業務委託事業者に対
し、「取引の適正化」と「就業環境の整備」を求めています。
法案の概要は、以下のとおりです。

◆取引の適正化のために
(1) 業務内容、報酬の額等を書面やメール等により明示する
(2) 納品された日から 60 日以内に期日を設定して報酬を支
払う（再委託の場合は、発注元の支払期日から 30 日以内）
(3) 継続業務委託（政令で定める期間以上のもの）に関し、①
～⑤の行為、ならびに⑥・⑦の行為によって不当に利益を害
する行為をしてはならない
①　不当に納品を拒否すること
②　不当に報酬を減額すること
③　不当に返品を行うこと
④　通常相場に比べ著しく低い報酬の額を不当に
定めること
⑤　正当な理由なく物の購入・サービスの利用を強
制すること

ＳＢＭ　ＮＥＷＳ
人事労務管理に関するお便り

社 会 保 険 労 務 士 法 人



　新型コロナウイルス感染症の
　５類感染症移行後の対応

◆５類移行に伴う新型コロナに対する考え方は？
５月８日から、新型コロナウイルス感染症は感染症法上の位
置づけを「５類感染症」に引き下げ、マスクの着用や外出自
粛の要請は季節性インフルエンザと同様に、企業や個人に委
ねられることになりました。
そのうえで、厚生労働省は、新型コロナウイルスに感染した
場合、これまでの分析結果や諸外国の事例を踏まえ、以下を
推奨しています。
○発症後５日を経過し、かつ、症状軽快から 24 時間経過す
るまでの間は外出を控える
○発症後 10 日間が経過するまでは、マスクを着用し高齢者
等との接触は控える
また、濃厚接触者として保健所から特定されることはなくな
り、外出自粛を要請されることはなくなりました。
家族や同居者が新型コロナウイルスに感染した場合は、可能
であれば部屋を分け、感染者の世話はできるだけ限られた人
のみで行うことなどに注意する必要があります。また、感染
者の発症日を０日として、特に５日間は自身の体調に注意し、
７日目までは発症する可能性があるため、マスク着用等の感
染対策や周囲への配慮が必要です。

◆医療提供体制について
これまでは新型コロナウイルスに感染した場合、限られた医
療機関でのみ受診可能でしたが、５月８日以降は、幅広い医
療機関での受診が可能になります。また、ＰＣＲ検査や入院・
外来の医療費については、季節性インフルエンザなどと同様
に健康保険が適用され、１割から３割の自己負担が基本とな
ります。
　また、新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金につい
ては、これまでは療養担当者意見欄（申請書４ページ目）の
証明の添付が不要でしたが、５月８日以降の申請については、
医師の証明が必要となりますので注意が必要です。

【厚生労働省「新型コロナウイルス感染症の５類感染症移行

⑥　金銭、サービスその他の経済上の利益を提供さ
せること
⑦　不当に業務内容を変更させたり、やり直しさせ
たりすること

◆就業環境の整備のために
(1) 広告等により募集情報を提供するときは、正確かつ最新
の内容を提供する
(2) 育児・介護等と両立して委託された業務を行えるよう、
申出に応じて配慮する
(3) ハラスメント行為への相談対応等、体制整備等の措置を
講じる
(4) 継続的業務委託を中途解除する場合等には、原則として
30 日前までに予告する

◆違反した場合等の対応
(1) 公正取引委員会、中小企業庁長官または厚生労働大臣か
らの助言、指導、報告徴収・立入検査、勧告、公表、命令
(2) 命令違反および検査拒否等をすると 50 万円以下の罰金

（法人両罰規定あり）

施行日は公布の日から１年６カ月以内とされています。フ
リーランスに委託している業務がある場合は、取引方法など
に問題がないか、早めに確認するようにしましょう。

【内閣官房「特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する
法律案（フリーランス・事業者間取引適正化等法案）の概要」】
https://www.cas.go.jp/jp/houan/230224/siryou1.pdf

　　今月の税務と労務の手続

1 日
○　労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10 日まで＞
　　［労働基準監督署］
　　
12 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］
○　特例による住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
　　
30 日
○　個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 1 期分＞
　　［郵便局または銀行］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］　
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告書の提
　　出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でない場合）
　　＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定所］

雇入時及び毎年一回
○　健康診断個人票［事業場］

後の対応について」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/corona5rui.html

【全国健康保険協会「新型コロナウイルス感染症に係る傷病
手当金の申請について」】
https://www.kyoukaikenpo.or.jp/event/cat550/covid_19/shin
sei/

　フリーランス保護新法が成立しました

令和５年４月 28 日、「特定受託事業者に係る取引の適正化等
に関する法律案（フリーランス・事業者間取引適正化等法案）」
が参院本会議で可決・成立しました。この法律では、特定受
託事業者（フリーランス）へ、物品の製造、情報成果物の作
成またはサービスの提供を委託する特定業務委託事業者に対
し、「取引の適正化」と「就業環境の整備」を求めています。
法案の概要は、以下のとおりです。

◆取引の適正化のために
(1) 業務内容、報酬の額等を書面やメール等により明示する
(2) 納品された日から 60 日以内に期日を設定して報酬を支
払う（再委託の場合は、発注元の支払期日から 30 日以内）
(3) 継続業務委託（政令で定める期間以上のもの）に関し、①
～⑤の行為、ならびに⑥・⑦の行為によって不当に利益を害
する行為をしてはならない
①　不当に納品を拒否すること
②　不当に報酬を減額すること
③　不当に返品を行うこと
④　通常相場に比べ著しく低い報酬の額を不当に
定めること
⑤　正当な理由なく物の購入・サービスの利用を強
制すること

｢シフト制勤務｣で働く非正規労働者の働き方

の実態と課題 


